
令和６年度当初予算　復活見積調書（部長）　 総合政策部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1 人権政策課 隣保館等運営費
常盤東総合センター外
壁洗浄

　外壁洗浄を行うことで、現状の汚
れを落とし施設の外観の清潔感を
取り戻すとともに、カビや汚れのさら
なる進行を防ぐことを目的としてお
ります。

７月　外壁洗浄 2,222 2,222 0 0 2,222 0 0 0 0 2,222 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

2
草津未来研
究所

草津未来研究所
運営費

市制施行70周年×
BKC30周年連携事業
「草津SDGｓアワード」

　地域課題の解決への一助とする
こと、地域住民との交流から市への
愛着心を醸成し大学卒業後も市へ
の関わりを深めることを目的とし
て、市が抱える様々な課題に対し
て、「持続可能な未来のために大学
生の視点」から、課題の解決を図る
実装を含めたコンテストを実施し、
優れた提案を行う大学生に対して
表彰を行います。
　当該事業を行うことで、大学生が
まちづくりに関わるきっかけづくりを
行うことができ、アイデア出しに留ま
らず、実装の補助を行うことで、大
学生が課題の解決に向けて地域住
民と一丸となり取り組むことがで
き、今後の大学生と地域住民の継
続的な関係を築くことができること
から、大学生の地域への愛着を図
ることができます。

3月　テーマ募集
4月　応募テーマの決定・応募要領
の決定
5月～8月　募集 ・一次審査（書類
審査）
9月　書類審査結果のフィードバッ
ク、提案内容の改善
10月　二次審査（プレゼン審査）
11月　審査結果の公表　⇒実装へ
2月　活動状況報告会(途中経過報
告)

727 727 323 323 296 0 0 0 0 296 296 0 0 0 0 296

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

3
草津未来研
究所

アーバンデザイ
ンセンター運営
費

南草津駅周辺エリアデ
ザイン創造事業

　南草津駅周辺交通対策事業の中
長期対策が進められるにあたり、実
際に駅を利用する市民や事業者等
が利用しやすく、使いこなされる公
共空間となるように、今後、UDCBK
が目指すエリアプラットフォームを
構成するメンバーを中心にＷＳと社
会実験を実施し、その成果を都市
計画部の草津駅周辺交通対策事
業（中長期対策）に反映させ、魅力
ある南草津駅周辺の都市デザイン
を構想します。
　これにより、南草津エリアの中心
として利便性のみならず、賑わいや
滞留・交流空間を創出し、魅力のあ
るまちづくりを推進します。

4月～5月　　委託事業者の選定
6月～9月　　ワークショップの開催
10月～11月　社会実験の実施
1月頃　　　　　成果報告（市の都市
計画部等の施策へ反映）

4,188 4,188 0 0 4,188 0 0 0 0 4,188 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

4
草津未来研
究所

アーバンデザイ
ンセンター運営
費

会計年度任用職員（大
学連携）

　UDCBKにおいて産学公民の連携
強化に向けた連絡・調整や各種実
務において人員が必要となることか
ら、こうした経験を有するものを任
用し、これまで以上の連携を図りま
す。

4月　採用
大学や企業等との連携、調整

3,387 3,387 0 0 3,387 0 0 0 0 3,387 3,387 0 0 0 0 3,387

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

5 経営戦略課 情報化推進費
基幹系システムの標
準化に向けた対応業
務

　国のDX推進計画により令和７年
度までにシステムの標準化・共通
化への移行が必要となります。おう
み自治体クラウド協議会において、
遅延なく確実かつ効率的に移行を
行うために、移行に係る作業を業者
委託するものです。

・４月：補助金申請・契約締結
・毎月：①各システムの分科会にて
現行システムとのFIT＆GAPやオプ
ション機能の検討②おうみ自治体ク
ラウド協議会の定例会

51,971 0 0 0 51,971 0 0 0 51,971 0 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

6 経営戦略課 情報化推進費
会計年度任用職員費
（情報化推進関連業
務）

　令和６年度は、国のDX推進計画
による令和7年度のシステムの標準
化・共通化に向けた本格的な準
備、次期草津市情報化推進計画の
策定に向けた見直し業務等を予定
しており、DX戦略係の業務量の増
が見込まれることから、会計年度任
用職員を任用し、DX・ICT等を活用
した業務改革に向けた取組を推進
するものです。

・１月～２月　募集に係る事務
・３月　面接、任用に係る事務
・４月～　任用開始

2,754 2,754 0 0 2,501 0 0 0 0 2,501 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。
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7 経営戦略課
行政経営改革推
進費

申請書作成支援シス
テム（書かない窓口）
運用費

　諸証明の交付等に係る申請書作
成支援システムを導入し、市民
サービスの向上および行政事務の
効率化を図ります。

・４月～６月　関係課調整
・７月～８月　実証実験
・９月　見積入札・契約手続
・１０月   システムの導入

292 292 0 0 292 0 0 0 0 292 195 0 0 0 0 195

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

8 経営戦略課
行政経営改革推
進費

アナログ規制点検・見
直し支援委託費

　国からの要請に基づき、本市の例
規約 1,500 件を調査対象に、アナ
ログ的な規制の点検および情報通
信技術の導入等を見据えた規制の
見直しを行い、市民サービスの向
上および事務事業の効率化を図り
ます。

・４月　 見積入札
・５月　 契約手続
・６月　 業者による規制内容の点
検・洗出し
・１０月～１２月　全庁照会・回答、
関係課調整等
・令和７年１月～３月　点検結果の
取りまとめ

4,400 4,400 0 0 4,400 0 0 0 0 4,400 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

9 経営戦略課
行政経営改革推
進費

おくやみ窓口運営費・
くらしの手続きガイド運
用費

　御遺族の負担軽減を目的として、
死亡に関する主な手続がワンストッ
プで完了できるサービスを提供する
「おくやみ窓口」を設置します。
　また、引き続き「くらしの手続きガ
イド」を運用し、死亡等に関する手
続の案内について、多様な手法を
提供します。

【おくやみ窓口運営費（会計年度任
用職員費）】
・１月～２月　募集に係る事務
・３月　面接、任用に係る事務
・４月～　任用開始、関係課調整、
制度周知等
・６月～　「おくやみ窓口」運用開始

【くらしの手続きガイド運用費】
・４月　　 見積入札・契約手続

486 486 486 486 5,982 0 0 0 0 5,982 681 0 0 0 0 681

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

10 経営戦略課
行政経営改革推
進費

会計年度任用職員費
（行政経営改革関連事
務）

　令和６年度は、アナログ規制の点
検・見直し業務や、おくやみ窓口の
設置、生成ＡＩの運用、第２期草津
市行政経営改革プランの策定、第
３期働き方改革ロードマップの策定
等を予定しており、業務量の増が
見込まれることから、会計年度任用
職員を任用し、各種行政経営改革
に係る取組を推進するものです。

・１月～２月　募集に係る事務
・３月　面接、任用に係る事務
・４月～　任用開始

2,754 2,754 0 0 2,501 0 0 0 0 2,501 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。

11 危機管理課 消防団活動費 団員出動報酬

　消防団員が対応する災害の多様
化および消防団活動の複雑化等に
より、団員一人ひとりの負担が重く
なっていることから活動に即した報
酬の支給を行います。

17,483 17,483 14,958 14,958 2,425 0 0 0 0 2,425 1,823 0 0 0 0 1,823

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

12 危機管理課 消防団活動費
草津市消防団準中型
免許取得費補助金

　ポンプ車の運転手を確保できるよ
う、3.5ｔ未満しか運転できない若い
現団員や新規加入団員が準中型
免許を取得するため、また、団員に
なれば補助金で免許が取得できる
というメリットにより若年団員の入団
を促進するため、補助制度を創設し
ます。

令和６年３月（予算案議決後）：要
綱制定
令和６年４月：施行

513 513 0 513 513 0 0 0 0 513 513 0 0 0 0 513

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

13 危機管理課 防災対策費 防災マップ印刷

　地域の防災施設などを記載した
防災マップを作成し、学区ごとに配
布することで地域の防災力の向上
を図ります。

令和6年7月：契約
令和7年3月：対象学区全戸配布

2,530 2,530 1,611 1,611 868 0 0 0 0 868 868 0 0 0 0 868

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

14 危機管理課 防災対策費 防災備蓄倉庫整備事業

　大路区は、学区内に広域避難所
が第二小学校の1箇所しかなく、か
つ草津駅西口方面には広域避難
所がないことから、プールを避難所
として指定する予定であり、避難所
として必要な物品を購入します。

R6.6　入札
R6.8　供用開始
R6.8　物品納品

8,845 8,845 6,678 6,678 1,782 0 0 0 0 1,782 1,782 0 0 0 0 1,782

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

15 危機管理課 防災対策費 防災訓練委託業務

　訓練を専門事業者に委託し、外
部からの専門的な企画により、実
践的な訓練を行うことで本市職員
の災害対応能力の向上を図りま
す。

令和6年9月1日：災害対策本部運
営訓練

1,991 1,991 0 0 1,529 0 0 0 0 1,529 0 0 0 0 0 0
部長間調整により、
措置しませんでし
た。
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16 危機管理課 防災対策費 防災DX化委託事業

　システム拡張やシステム導入によ
り職員の負担軽減、速やかな情報
伝達につながり、災害に強いまちづ
くりを進めます。

令和6年6月：契約
令和7年1月：運用開始

16,899 99 0 0 4,774 0 0 0 0 4,774 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

17 危機管理課 防災対策費
防災行政無線更新・追
加配備費

　現行無線機の規格廃止・バッテ
リー劣化に伴い台数精査のうえ必
要台数を更新し、現在未配備の広
域避難所およびまちづくりセンター
等に新規配備を行い、また、新たな
無線機には、屋外スピーカーから
の告知放送（避難情報やJアラート）
を無線機能に加えて、放送される
機能を追加し、災害時の情報共有
および情報伝達手段の多重化を行
います。

　令和6年6月議会提案
　令和6年6月議会契約議決
　令和7年3月納期

28,702 2 26,800 362 1,540 0 0 1,540 0 0 1,540 0 0 1,500 0 40

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

18 危機管理課 防災対策費
広域避難所防災機能
強化事業

①　感震キーボックス整備事業
人命救助に必要な資機材が整備さ
れている防災倉庫の鍵を震度に
よって自動で解錠されるボックスに
整備することにより、災害に強いま
ちづくりを進めます。
②　蓄電池整備事業
蓄電池を広域避難所に整備するこ
とにより、医療的ケアが必要な人の
停電時の避難先として広域避難所
に避難が可能になり、住民の安全・
安心なまちづくりを進めます。

令和6年6月：議会契約議決
令和6年9月：納期

58,379 79 0 0 58,379 0 0 58,300 0 79 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

19 危機管理課 防災対策費
マンホールトイレ設置
工事費

　災害時に停電・断水が発生した場
合、水洗トイレを使うことができず、
トイレ難民が発生することから、避
難所の衛生環境を向上させるた
め、広域避難所に位置付けている
小中学校にマンホールトイレを整備
します。

令和6年6月：契約
令和6年8月～9月：工事

15,774 887 15,774 837 8,444 4,222 0 3,700 0 522 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

20 危機管理課 防災対策費 トイレトレーラー購入費

　トイレトレーラーを配備し、災害派
遣トイレネットワークプロジェクトに
加盟することで、被災時には、加盟
団体からトイレトレーラーの派遣を
受けることができます。

R6.11　入札
R7.2　　配備

0 0 0 0 26,253 0 0 26,000 0 253 0 0 0 0 0 0
政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

部合計 224,297 53,639 66,630 25,768 184,247 4,222 0 89,540 51,971 38,514 11,085 0 0 1,500 0 9,585


